　※　　は公立保育所が該当するもの

平成２５年度保育対策関係予算案の概要
厚生労働省雇用均等・児童家庭局保育課
（平成２４年度予算）　　　  　　　　　　（平成２５年度予算案）
４３０，４１０ 百万円　　　→　　　 ４６１，１４２ 百万円　
待機児童の解消を図るため、保育所などの受入児童数の拡大を図るとともに、保護者の働き方や地域の実情に応じた多様な保育を提供するため、家庭的保育、延長保育、休日・夜間保育、病児・病後児保育などの充実を図る。

（１）民間保育所運営費　　　　　　　 　　　　　           　　　425,625 百万円
待機児童解消のための保育所の受入児童数の拡大（約７万人増）に伴う運営費の増。
（２）待機児童解消促進等事業費　　　　　　    　　         　　　　3,071 百万円
    ・家庭的保育事業（保育ママ）
利用児童数　 １万人　→　1.3万人
家庭的保育開設準備経費の新設

・認可化移行促進事業　　 　                                    
　  ・保育所分園推進事業 
（３）保育環境改善等事業                        　　                 137 百万円
保育の推進のための施設の軽微な改修等を推進する。


（１）延長保育促進事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　22,528 百万円
残業や通勤距離の遠距離化など保護者のニーズに応じて開所時間を超えて実施する延長保育を推進する。
             　　　　　58.0万人　→　60.2万人分
（２）家庭的保育事業（保育ママ）【再掲】　　　             　　　 2,916 百万円
（３）病児・病後児保育事業　　　　 　　                     　　　4,841 百万円
地域の児童を対象に当該児童が発熱等の急な病気となった場合、病院・保育所等に付設された専用スペース等において看護師等が一時的に保育する事業や保育中に体調不良となった児童を保育所の医務室等において看護師等が緊急的な対応を行う事業等を推進する。

　　　    病児・病後児対応型 　延べ143.7万人　→　延べ171.8万人
　　　    体調不良児対応型 　　　  　870か所　→  898か所
　　　　　非施設型（訪問型）　　　　　15か所　→　15か所
（４）休日・夜間保育事業　      　　  　      　                　808 百万円
保護者の勤務形態が多様化している中で休日や夜間においても保育を実施するため、認可保育所のほか、一定の設備基準や職員配置基準を満たす施設を補助対象とし、休日・夜間保育事業を推進する。
　　　    休日保育事業　 　 　　　　 10万人　→　11万人
          夜間保育推進事業      　  224か所　→　252か所
（５）その他の保育の推進　　 　　　　　　　 　　 　　　　　　  4,132 百万円
    事業所内保育施設の研修等による職員の資質向上などを図る。
　　　うち、特定保育事業
※　家庭支援推進保育事業については子育て支援交付金から母子家庭等対策総合支援事業へ移行して、引き続き同内容で実施。
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１　待機児童解消のための保育所受入れ児童数等の拡大





２　多様な保育の提供等











（参考）平成24年度補正予算案、予備費による支援


　　平成25年度予算案での事業の他、安心こども基金において以下の支援を実施。





１　待機児童解消のための保育士の確保　　　　　　　　 ４３８億円


（平成24年度補正予算案）


保育士の人材確保に向けて、保育士養成施設新規卒業者の確保と保育士の就業継続を支援する各種研修等への助成、潜在保育士の就職等を支援する「保育士・保育所支援センター」の設置、認可外保育施設の保育従事者の保育士資格取得支援、保育士養成施設入学者に対する修学資金貸付、保育士の処遇改善等を実施する。





①保育士確保施策の拡充　　　　　　　    　　　　　　　　　　１４億円





　（ⅰ）保育士養成施設新規卒業者の確保　　　　　　　　　　　　


・保育士の仕事の大切さや魅力を伝えるための取組への助成


（保育所保育士と保育士養成施設の学生が交流する場を提供、学生を対象とした就職説明会の実施　等）


・保育士養成施設の就職あっせん機能を向上させるための研修費用の助成


（求人情報収集・学生への紹介方法などの就職担当者に対する研修　等）





（ⅱ）保育士の就業継続支援　　　　　　　　　　　　　　


・新人保育士を対象とした研修費用の助成


・保育所の管理者（所長等）を対象とした人事管理や職場環境改善等の研修費用の助成


（保育所内の相談体制、効果的なＯＪＴ、メンタルヘルスなどの研修　等）





（ⅲ）潜在保育士の再就職等を支援する「保育士・保育所支援センター」の設置等　


・潜在保育士の就職や保育所の潜在保育士活用支援等を行う「保育士・保育所支援センター」の費用の助成


〔保育士・保育所支援センターの業務〕


・潜在保育士の相談・就職あっせん


・潜在保育士の活用方法に関する保育所への助言


・保育所で働く保育士や保育士資格取得を希望する者からの相談対応　等


・保育士養成施設から卒業生に対し、再就職支援機関や再就職支援研修を周知する費用の助成





②保育士の資格取得と継続雇用の強化　 　　　　　　 　　　　　　８４億円





　（ⅰ）認可外保育施設に勤務する保育士資格を有しない保育従事者の保育士資格取得に対する支援 


・認可外保育施設を対象に、保育従事者の保育士資格取得に要する費用や受講に伴う代替要


員費の助成





（ⅱ）保育士養成施設入学者に対する修学資金貸付　　　　　　　　


・保育士養成施設の入学者を対象に保育士資格取得に必要な修学資金を貸付


※貸付を受けた者が保育所等へ就職して５年間勤務した場合には返済を免除





③保育士の処遇改善　　　 　　　　　　　　　　　　　 　　　　３４０億円


　　　保育士の処遇改善を図るため、保育所運営費の民間施設給与等改善費（民改費）の仕組みを基礎に、処遇改善のための上乗せ分を保育所運営費とは別に交付する。


 各保育所の平均勤続年数が長いほど上乗せ額が多くなる仕組みとすることで、保育士の処遇改善と離職防止に結びつける。


※交付対象：私立保育所（私立認定こども園の保育所部分を含む）








２　保育や地域の子育て支援の充実等　　　　 　　　　　　　１１８億円


（平成24年度補正予算案）


認定こども園等における保育の充実や地域子育て支援拠点事業、一時預かり事業の機能強化等により、地域の子育て支援の充実を図る。


また、従来子育て支援交付金において行ってきた事業について、子ども・子育て支援新制度の下での円滑なスタートを目指し、安心こども基金に移行して拡充する。





①認定こども園事業費等の改善


幼稚園型認定こども園の保育所機能部分について、幼保連携型認定こども園と同程度の補助額に改善する。


※認可外保育施設運営支援事業についても、同様に改善。





②地域子育て支援拠点事業の機能強化


子育て家庭が子育て支援の給付・事業の中から適切な選択を行うことができるよう情報の集約・提供などの「利用者支援」を行うとともに、世代間交流や訪問支援、地域ボランティアとの協働など「地域との協力体制」を強化した「地域機能強化型」を創設する。





③一時預かり事業の機能強化


子育て家庭の切実なニーズに対応し、休日などの開所や通常の開所時間を超えて時間延長を行う「基幹型施設」を創設する。


　


④へき地保育事業の実施要件の緩和


実施要件としている１日当たり平均入所児童数１０人以上を６人以上に緩和する。








３　待機児童解消のための保育所整備等　　　　 　　　　１，１１８億円


（平成24年度予備費）


待機児童の解消のための集中的な保育所等整備や子ども・子育て支援新制度の施行に向けた電子システムの整備を実施する。


※待機児童解消を目指す保育所等の整備（年間約７万人の受け入れ定員増）など








